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2023 年度人形峠環境技術センターにおける研究・技術開発成果 
―トピックス― 

 
日本原子力研究開発機構 人形峠環境技術センター 

 

（2024 年 11 月 19 日受理） 

 

本報告書は、2023 年度に人形峠環境技術センターが実施した研究開発や技術開発に係る主要

な業務を概説するものである。 

人形峠環境技術センターでは、2001 年まで核燃料サイクルにおける上流側（フロントエンド）

と言われるウランの探鉱から採鉱、製錬、転換、そしてウラン濃縮までの技術開発を実施し、

現在ではこれら開発に使用してきた施設・設備の解体・撤去に取り組んでいる。また、2016 年

に公表した「ウランと環境研究プラットフォーム」構想に基づき、ウラン廃棄物を安全に処理・

処分するための研究開発にも取り組んでいる。 

ウランと環境をテーマとした研究開発は、人形峠周辺環境の特徴を活かした「環境研究」及

び人形峠環境技術センターの施設やポテンシャルを活かした「ウラン廃棄物工学研究」に大別

される。また、安全や現場管理に関する技術開発、保健物理や放射線生物学の視点から放射線

影響評価に関する研究も進めている。 

本報告書では、環境研究や環境保全として、花崗岩山間地における地下水流動の特徴に関す

る調査、鉱物への微量元素の分配に関する基礎と応用について報告する。ウラン廃棄物工学研

究として、レーザーを利用した除染技術開発、廃棄体容器材料に関する調査について報告する。

保障措置として、人形峠環境技術センターのウラン濃縮施設における、課題や取り組みについ

て報告する。安全技術・設備開発として、鉱さいたい積場の防災対策について、また放射線影

響評価研究として、ラドンのリスクと生体影響の評価について報告する。これら研究・技術開

発の成果は、論文等を通じて積極的に外部発表するよう努めている。 
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in Ningyo-toge Environmental Engineering Center: Topics 

 

Ningyo-toge Environmental Engineering Center 

Japan Atomic Energy Agency 

Kagamino-cho, Tomata-gun, Okayama-ken 

 

(Received November 19, 2024) 
 

 This report outlines some main research and development activities executed by the Ningyo-

toge Environmental Engineering Center in FY2023. 

 The Center was working on the development of the nuclear fuel cycle with a focus on its front-

end (i.e., uranium exploration, mining, refining, conversion, and enrichment) until 2001, and is now 

dismantling and removing the facilities and equipment used in the past. In addition, based on the concept 

of “Uranium and environmental research platform” announced in 2016, we are also working on research 

and development for the safe processing and disposal of uranium wastes. 

 This research and development can be mainly divided into “Environmental research” and 

“Uranium waste engineering research”; the former takes advantage of the characteristics of the natural 

environment in Ningyo-toge, and the latter utilizes our facilities and potentials. Some works are also 

made on safety and its management as well as radiation effect research in terms of health physics and 

radiobiology. 

 Regarding the environmental research and environmental conservation, this report describes 

research on the heterogeneity of groundwater in granitic mountains and the fundamentals and applications 

of the partitioning of trace elements into minerals. As for the uranium waste engineering research, the 

laser-based decontamination technique and the corrosion resistance suitable for waste package material 

are reported. Further, the progress of safeguards activities at the uranium enrichment facility, the 

construction of safety measures at the mill tailings ponds, and the risk and biological effects of radon are 

also reported. The achievements of those works have been widely presented through research papers etc. 

 

Keywords: Ningyo-toge, Environmental Research, Uranium Waste Engineering Research,  

Environmental Conservation, Safeguards, Safety and Its Management, Radiation Research 
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1.1 花崗岩山間地の地下水流動の不均質性を考慮した地下水流動調査技術の検討 
 

鉱山施設課 竹末勘人 

 

背景と目的 
人形峠環境技術センターは、花崗岩山間地におけるウラン廃棄物埋設処分の安全評価に係る

環境研究を実施している。ウラン廃棄物埋設処分では、自然現象（例えば、地形侵食や断層な

ど）によって埋設処分地とその周辺施設に期待される安全機能が損なわれる恐れがないような

地点を選定することが不可欠である。一方、自然現象の長期的な影響を地点選定の段階で回避

することは困難であるため、その影響を安全評価に含めておくことが重要である。ウラン廃棄

物埋設処分の安全評価では、ウランが地下水によって移行するシナリオ（以下、地下水シナリ

オという）を用いる。地下水シナリオでは、地下水の涵養域から流出域までの流域におけるウ

ランの移行を想定するため、流出域の特定が必要となる。しかし、流域における地下水の流れ

は不均質であるため[1]、流出域の特定が難しい場合がある（図1）。このようなウランの移行を

対象とする安全評価は、地下水流動モデルに基づいて実施されるため、地下水流動モデルの不

確実性が、最終的な安全評価の不確実性に大きな影響を与える[2]。従来、地層処分技術に関わ

る研究開発では、花崗岩中の割れ目帯や断層などの高透水構造が注目され、透水係数の不均質

性（以下、透水不均質性という）に関するボーリング調査と地下水流動解析が行われてきた[3]。

しかし、ボーリング調査には費用や時間がかかる問題がある。また、花崗岩の透水不均質性が

安全評価の不確実性に繋がる可能性がある。山間地の安全評価に係る地下水流動調査では、割

れ目帯や断層の回避に有利な地点の選定が課題であり、地下水の流出域を特定するための調査

技術と解析手法を整備する必要がある。当面の課題は、花崗岩山間地の不均質性の把握であり、

地下水流動モデルの構築を目指している。 

西南日本の花崗岩山間地の地表付近に着目すると、花崗岩の熱水変質や風化に伴うマサ化や

粘土化がみられ、それらを覆って火山噴出物が分布する。花崗岩山間地の表層付近では、マサ

化や粘土化を考慮するとともに、断層を回避した地点の選定が必要である。これまでに、人形

峠環境技術センターの環境研究では、人形峠地域を対象に、花崗岩山間地における断層を回避 

 

 

図1 流域における地下水流動のイメージ 
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するための地下水流動調査技術の開発[4]のほか、風化花崗岩の地下水流動の不均質性に関する

研究[5]を進めてきた。一方で、花崗岩山間地の地下水流動の不均質性を考慮しつつ、地下水の

流出域を特定するための総合的な調査事例はない。人形峠地域には、西南日本の山間地特有の

地質が認められる。また、既存ボーリング調査により取得された岩石コアや透水性データの活

用が可能であり、山間地の地下水流動調査を行う上で貴重なフィールドといえる。 

このような背景を踏まえ、本研究では人形峠地域を対象に、地下水流動の不均質性の影響に

ついて、水質と同位組成の検討を行った。これまでにフィールド調査を踏まえた地下水流動予

備解析及び水質と同位体組成の分析を行ったので、予察的な地下水の特徴を報告する。 

 
得られた成果 

岡山県人形峠地域の地質と湧水の分布を調べるためフィールド調査を行った結果、地質は基

盤となる花崗岩及び花崗斑岩とそれを覆う火山噴出物であることが分かった。標高 1000 m 付

近には火山噴出物の難透水性の溶結凝灰岩が分布し、湧水が認められる。標高 900 m 付近には

高透水性の凝灰岩が分布する。また、標高 850 m 以下の河川沿いには、花崗岩がしばしば認め

られる。フィールド調査結果と既存ボーリング柱状図と透水係数データを踏まえて、池河（い

けごう）川と十二（じゅうに）川沿いの流域を仮定し、地下水の流れを想定した結果、全水頭

の分布が北から南への大局的な分布を示すことから、池河川と十二川沿いの流域から湧水（3 試

料）、沢水（5 試料）、ボーリング孔内水（1 試料）を採水し、水質と酸素・水素同位体比（δ18O・

δD）及びストロンチウム同位体比（87Sr/86Sr）を調べた。本研究の水質分析の結果を図 2 に示

す。二つの流域の水質タイプは、Na-Cl 型と Na-HCO3 型であり、下流側のイオン濃度が相対的

に高い傾向にある。また、溶結凝灰岩や花崗斑岩には、Cl 成分を含む鉱物（ソーダライト

[Na4Al3Si3O12Cl]）を確認している。水質分析の結果は、富山ほか[6]や水－岩石反応試験の水質

結果[5]と整合することから、水質の変化（イオン濃度の増加）は地下水流動に伴う水－岩石反

応が関係すると考えられる。 

続いて、天水起源の地下水の同位体比は地質に対応していると考え、水試料の Sr 同位体比を

予察的に調べた。その結果、孔内水、湧水、沢水が天水線上にプロットされることから、天水

起源の地下水である可能性があることが分かった（図 3）。火山噴出物の Sr 同位体比は概ね一

致するが、花崗岩の Sr 同位体比は風化の影響を受けている可能性が考えられ、地質に応じた Sr

同位体比を示す（図 4）。 

 

今後の予定 
花崗岩山間地の流域における地下水流動の不均質性の影響について、引き続き、水質や同位

体組成の分析を行うとともに、地下水の放射年代測定を実施する予定である。 
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図 2 流域の水質分布 
 

 

図 3 酸素・水素同位体比分析の結果 
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図 4 ストロンチウム同位体比分析の結果 
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性に関する研究. 地下水学会秋季講演会 (2023). 
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1.2 バライト共沈法の環境放射化学・地球化学的な応用に関する研究 
 
鉱山施設課 徳永紘平 

 

研究の概要 
東京電力福島第一原子力発電所事故により放出された放射性核種の挙動の理解とその環境回

復は重要な課題であり、この多量で多様な放射性核種が地表・地下環境でどのように移行･濃集

するかを解明することができれば、地球表層の放射性核種を含むあらゆる元素の長期間にわた

る物質循環予測研究として、基礎と応用の両面で重要な研究となる。筆者はこれまで、地球表

層における水－堆積物（土壌）、水－鉱物間の元素分配を支配する反応プロセスの理解と、それ

に基づく元素挙動予測を目指した研究を行ってきた。特に、放射光 X 線吸収微細構造（XAFS）

法を用いて元素の化学状態を直接決定し、元素挙動に影響する反応を原子・分子レベルで明ら

かにする研究を進めている。本稿では、これまで進めてきた鉱物への微量元素の分配に関する

基礎研究を基に、長寿命陰イオン放射性核種であるセレン（Se）[1]やヨウ素（I）[2]を効果的に

処理処分する手法の開発を行った研究を紹介する。 

 
目的 

核燃料の核分裂生成核種の中には半減期が極めて長いものが存在し、それらの適切な処理処

分方法の開発は重要な課題である。特に、東京電力福島第一原子力発電所での汚染水処理にお

いて問題となる 79Se や 129I は、核分裂生成核種の中でも半減期が特に長く（79Se：6.5×104 年、

129I：1.6×107 年）、かつ水溶液中からの除去が困難な陰イオン（セレン酸（SeO4
2-）、亜セレン酸

（SeO3
2-）、ヨウ化物（I-）、ヨウ素酸（IO3

-））として存在する。地層を構成する岩石等の成分は

負に帯電するためこれら陰イオン形核種に対する天然バリアの効果は期待できず、他の核種か

ら分離した後に適切に安定化処理する必要があるが、効果的な処理・処分法は未だ開発されて

いない。これらの陰イオンの除去において、ハイドロタルサイトに代表される層状複水酸化物

（LDH）を用いた研究が従来行われてきた[3]。しかし筆者らの先行研究により、LDH への陰イ

オンの吸着は可逆反応であり、一旦吸着しても他の陰イオンの添加により容易に脱着すること

が示された[2]。特に電荷が小さなヨウ素の陰イオン（I-、IO3
-）において、水溶液中に多く存在

する塩化物イオンや硝酸イオンとの競合により除去効率が著しく低下するため、実際の汚染水

処理において LDH を用いることは難しい結果が得られている。これらヨウ素の陰イオンのう

ち、ヨウ化物に対してはヨウ化銀（AgI）の生成による処理が知られている一方、ヨウ素酸に対

する有効な処理処分法は未だ開発されていない。これはセレンのオキソ酸陰イオン（SeO4
2-、

SeO3
2-）に対しても同様で、セレンは人体に対する高い毒性を持ち有害元素として多くの研究が

なされている一方、その環境中の挙動に関する地球化学的な研究は限られており、溶液中から

有効な処理処分の方法は未だ開発されていない。 
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図 1 バライト共沈を利用した陰イオンの除去法の考案 

 

実験 
これら長半減期の陰イオン系核種に対する新規の除去方法として、筆者らは極めて安定な鉱

物であるバライト（BaSO4）への共沈反応[4‒7]を用いた手法の開発を行った（図 1）。共沈とは、

溶液中から鉱物が沈殿する際、本来は十分な溶解度があり沈殿しないはずの他のイオンが沈殿

に取り込まれる現象である。固液界面にイオンが固定される吸着と比べると、固相内部にイオ

ンは存在するため再溶出性が低く、長期間安定にイオンを保持することができる。バライトは

硫黄の陰イオンである硫酸イオン（SO4
2-）をその結晶内に持つことから、同じく陰イオンの化

学形態を取るセレン酸、亜セレン酸、ヨウ素酸の固定媒体として期待できる。加えてバライト

は、（1）薬剤を水に加えるだけで容易に合成できる、（2）様々な元素を結晶内に特徴的に取り

込んで沈殿する、（3）高い密度を持つため沈降しやすく分離しやすい、（4）再溶解せず安定に

存在する、などの特徴を有しており、これらの陰イオンを水溶液中から除去したのち、安定に

処理する鉱物として非常に有用であると考えられる。本研究では、バライトへの共沈時におけ

るセレンやヨウ素の挙動を室内のシミュレーション実験により詳細に調べ、分配係数（固液分

配比 Kd）、局所構造、格子定数などの鉱物学的な解析を行った。これらの結果を基に、バライ

トによるセレンやヨウ素の取り込みの可能性を検討するとともに、様々な条件下での合成実験

を行い、取り込みに最適な条件を見出した。これらの知見はバライトがセレンやヨウ素の環境

中移行挙動に対し重要な役割を担うことを示すだけでなく、水溶液中からこれらの陰イオン系

核種を効果的に取り除いた後、安定に処理する技術の開発につながることも期待できる。 

 

結果・考察 
まず始めに、バライトへの共沈により、これらの陰イオンを水溶液中から効果的に取り除く

ための条件の特定を行った。鉱物への元素の分配では、一般的に（1）鉱物表面への吸着、（2）

結晶構造内への取り込み、の 2 つのメカニズムが強く働くことが知られる[1]。放射光 XAFS 法

による局所構造解析の結果は、セレン酸、亜セレン酸、ヨウ素酸ともにバライトの結晶内では

硫酸イオンと置換し取り込まれていることを示しており、本実験系の場合は結晶内への取り込

みが支配的な分配のメカニズムであることが示された（図 2）。そこで、バライトとこれら陰イ

オンの共沈実験の条件として、初期溶液中の共存イオンの影響を調べた。まず、バライトを構

成するバリウム／硫酸イオン濃度（[Ba2+]/[SO4
2-]）比について実験を行ったところ、すべての陰

イオンにおいて硫酸イオン濃度の割合が小さくなるほどバライトに分配されやすくなることが

JAEA-Review 2024-050

- 8 -



    

分かった（図 3（a））。特にセレン酸は硫酸

イオンと同型構造を持つため、その競合の

傾向が顕著になる。一方、バライトにカル

シウムイオン（Ca2+）を加えるとバライト

結晶の歪みが大きくなり、カルシウムイオ

ンとともに亜セレン酸を加えると、その分

配が大きくなることが分かった（図 3

（b））。結晶構造の歪みは、ヒ素やテルル

の陰イオン（ヒ酸、亜ヒ酸、テルル酸、亜

テルル酸）との共沈実験でも生じることが

確認されており、カルシウムイオンが多く

結晶の歪みが大きくなるほど、ヒ酸や亜テ

ルル酸の三配位構造をとる陰イオンがバ

ライトに分配されやすくなることが明ら

かになった。その他、pH、過飽和度、イオ

ン強度などを系統的に変化させた実験を

行い、これらの陰イオンがバライトに分配

しやすい最適な条件を求めた。その結果、

亜セレン酸の場合は、結晶構造に歪みを与

えるカルシウムイオンの濃度が高く、競合

イオンの硫酸イオン濃度が低く、かつ結晶表面での錯生成がしやすい高 pH ほど、バライトに

対して分配しやすいことが分かった。一方で、セレン酸、ヨウ素酸の場合は、競合イオンであ

る硫酸イオンの濃度調整が重要なことが分かった。以上の結果を考慮し、最適な条件でバライ

トとセレン酸、亜セレン酸、ヨウ素酸の共沈実験を行ったところ、亜セレン酸の分配係数は、

初期の条件に対して約 9,600 倍の 93,000 L/kg、セレン酸は約 7,100 倍の 11,000 L/kg、ヨウ素酸

の場合は約 520 倍の 12,000 L/kg を示し、水溶液中の 90%以上の陰イオン（初期濃度：1.0 mg/L）

がバライトの構造内に取り込まれることが分かった。 

次に、バライト中にこれらの陰イオンを長期間安定に保持し続ける手法の開発を行った。前

述の結果の通り、バライトへのセレン酸、亜セレン酸、ヨウ素酸の分配は競合イオンの存在下

においても高い除去効率を示した一方、時間の経過に伴う固相からのイオンの溶出が新たな問

題として生じた。特に電荷の小さなヨウ素酸に対してその影響は顕著であり、純水条件におい

ては約 20%、塩化物イオンや硝酸イオンの競合イオンをそれぞれ含む溶液中においては約 60%

と固相からの高いヨウ素の溶出が示された。しかし一方で、バライト共沈試料を希薄なリン酸

イオン溶液に入れた場合、純水のみでの溶出に比べて、ヨウ素酸を含む陰イオンの溶出量が著

しく減少する結果が得られた（図 4（a））。これはリン酸イオンがバライト全体を安定化させた

ことを示しており、他の鉱物では強い抽出剤として働くリン酸イオンが、バライトに対しては

イオンの溶出を低減化させることを示唆する（図 4（b））。この効果を系統的に明らかにするた

めに、XAFS 法による、バライト表面でのリン酸イオンの吸着メカニズムの解明を行ったとこ

図 2 XAFS 法による Se と I の局所構造の特定
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ろ、リン酸イオンはバライト表面から数ナノメートルの深さにおいてバリウムのリン酸塩の化

学形態で存在することが示された。このリン酸イオンの吸着によるバライト表層での二次的な

沈殿相の形成により、固相からの元素の溶出が制限され、バライト全体が安定化されたと考え

られる。この効果はセレン酸、亜セレン酸、ヨウ素酸の陰イオンを含んだバライト共沈試料に

おいても同様に確認されており、バライトへの共沈とリン酸イオン吸着を合わせた処理を行う

ことで、放射性陰イオン系核種の溶液中からの効果的な除去と、鉱物構造内での長期的な安定

化が可能となる[8]。 

 
図 3 陰イオンの分配における各成分の効果  図 4 固相からのヨウ素酸の溶出量の変化 

 

本研究で得られた、（1）カルシウムイオン添加によりバライト結晶構造の歪みの程度を増加

させることで、他の微量元素の取り込みを促進する効果、（2）リン酸イオン吸着によりバライ

ト表面で二次的な結晶相を生成させることで、固相からの対象元素の溶出を低下させる効果、

など筆者らの研究の独自性が示された。重要なことは、これらの知見が原子・分子レベルの情

報に基づいた研究成果な点である。原子・分子レベルに基づく基礎的な知見は、さまざまな環

境条件でも応用が可能となる。筆者らの研究より解明されたセレンやヨウ素の固定メカニズム

は、放射性廃棄物処理の分野において重要な役割を果たすのに加えて、水圏環境での中長期的

なオキソ酸陰イオンの挙動を予測する上でも有用な知見となる。環境中には未だ解明されてい

ない反応プロセスが多く存在する。こうした反応を環境試料中の元素の原子・分子レベルの情

報を用いて解析を行い、その反応に潜む普遍的な物理化学原理を抽出することで、地球表層に

おける放射性核種の移行・濃集挙動の系統的理解のための基礎情報として、環境放射化学・地

球化学研究の学術基盤の発展につなげていきたい。 

本原稿は、放射化学誌 2022 年度学会奨励賞特集[9]に記載された内容に追記・修正したもの

である。 
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2. ウラン廃棄物工学研究 
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2.1 レーザー除染技術の開発 
 
廃止措置推進課 西脇大貴、澤山兼吾、山中澪奈、酒瀬川英雄 

JAEA 敦賀総合研究開発センター 小菅淳、瀬戸慧大、木曽原直之 

 

概要 
原子力施設の廃止措置における作業員の被ばく低減や二次廃棄物の発生抑制の効果が期待で

きる除染技術としてレーザー除染が注目されている[1, 2]。人形峠環境技術センターでは使用済

み遠心分離機などのウラン汚染に対するレーザー除染の試験実績が既にあり、そこでは小型サ

ンプルに対してクリアランス基準を満足できる見通しを得ている。この結果に基づいて、本研

究はレーザー除染による使用済み遠心分離機の実規模スケールでのクリアランス実証及び遠心

分離機以外の汚染部材に対するレーザー除染の有効性の評価を最終目標とした。本報告では鋼

材を想定した汚染部材・核種に対するレーザー除染の有効性を評価した代表的な結果を紹介す

る。 

 
実験方法 
① 模擬汚染試料の製作 

実際の汚染材を供試材とすることは試料採取、加工、そして、許認可申請等の手続きに極め

て長時間を要するため、コールドランの段階である本研究では模擬汚染試料を供試材とした。

これは除染対象部材の鋼材に模擬核種（汚染核種の安定同位体）が溶けた液体を塗布したもの

であり、表面に発生した錆や付着物に汚染核種が固着していることを想定し、模擬を試みたも

のである。模擬核種としては安定同位体が存在するロジウム、ユウロピウム、セリウム、コバ

ルト、セシウムとした。ロジウム、ユウロピウム、セリウム、コバルトについては高周波誘導

結合プラズマ分析用の試薬（模擬核種濃度 1000 mg/L 程度、硝酸系溶液）を利用し、塗布量が

10～500 μg 程度になるよう希釈して塗布した。セシウムについては同様な液体状の試薬が入手

できなかったため、炭酸セシウム粉末を純水に溶かして塗布した。図 1 に示したように、これ

ら試料表面には塗布後いずれも発錆が認められたが、炭化セシウムを塗布した試料表面の発錆

は一定程度抑えられていた。これは炭化セシウム塗布時の溶媒が純水であったためと考えてい

る。 

 

② レーザー照射試験 

図 1 の模擬汚染試料に対して、図 2 に示した人形峠環境技術センターのパルスレーザー及び

図 3 に示した敦賀総合研究開発センター（レーザー・革新技術共同研究所）の連続波レーザー

を用いた除染試験を実施した。パルスレーザーは照射の ON と OFF を一定の周波数で繰り返し

ながら照射する方法であり、照射の無い間は除染対象が冷却されるため、母材部への熱影響が

抑制されることが特徴である。連続波レーザーは連続して照射する方法であり、比較的安価に

高出力のレーザー光を生成できることが特徴である。また、連続波レーザーの走査制御は、パ

ルスレーザーを用いる場合に比べて容易である。今回、除染性能の評価のため、レーザー照射
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前後の模擬汚染試料表面の外観観察及びエネルギー分散型蛍光 X 線分析による元素分析を実

施した。 

 

実験結果と考察 
図 4 に鋼材に対するパルスレーザー照射試験後の試験片表面を示した。全ての模擬汚染試料

に対して、最大 4 回のレーザー照射にて錆及び付着物を除去できることが確かめられた。図 5

にエネルギー分散型蛍光 X 線分析により測定したロジウムの X 線スペクトルを例として示し

たが、照射前に検出されたピークは 1 回目の照射によって検出下限を下回り、塗布前のスペク

トルと比べて有意な違いが認められないことがわかる。 

一方、連続波レーザー照射試験結果については、今回の試験範囲ではロジウム、ユウロピウ

ム、セリウム、コバルトの模擬汚染試料は錆を除去することが可能であったが、セシウムの模

擬汚染試料は付着物が残る結果となった。しかしながら、照射によって一部、付着物の除去が

行われることを確かめている。このため、まずは照射条件の最適化の余地が残されていると考

えられるが、パルスレーザーにより発生する繰り返し衝撃力、発錆した表面のレーザー光吸収

性の違い、そして、付着物のレーザー光透過性の違いなどの影響も考慮すべきところである。 

今後の試験継続を通じたより確かな除染メカニズムの考察が大切と考えている。 

 

まとめと今後の予定 
鋼材の汚染模擬汚染試料を作製してパルスレーザーと連続波レーザーで照射試験を行った。

その結果、パルスレーザーにて今回の全ての模擬汚染試料に対して有効であることがわかり、

連続波レーザーではセシウムを模擬核種とした試料に対しては照射条件の検討が必要であるこ

とがわかった。今後の照射条件の最適化の余地と合わせて、試験継続を通じた除染メカニズム

の解明が重要と考えられる。なお、鋼材に合わせて鉛材やモルタルの模擬汚染試料に対しても

レーザー照射試験をそれぞれ実施しており、何れの模擬汚染試料に対してもレーザー除染の有

効性を確かめつつある。今後はこれらの結果を整理しながら、レーザー光を吸収し難い金属光

沢のあるステンレス鋼材やアルミニウム合金材等に加え、塗装材やコンクリートも評価するこ

とを考えている。 

本研究は 2027 年度までの 5 ヶ年予定であるが、この活動の中では除染性能の評価（ホット

試験を予定）に合わせて、レーザー除染の実用化も見据えており、熱力学計算や超高速カメラ

観察による揮発・蒸散メカニズム解明に基づいた発生ヒューム回収機構、実規模スケールを想

定したレーザー照射の走査機構、除染状況のその場観察機構、そして、除染後の放射能サーベ

イ機構の概念設計や開発も検討している。 
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図 1 模擬汚染試料 
 

 
図 2 人形峠環境技術センターのパルスレーザー 

 

 

図 3 レーザー・革新技術共同研究所の連続波レーザー 
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図 4 パルスレーザー照射後の試験片表面（鋼材） 

 

 

図 5 パルスレーザー照射前後のロジウムの X 線スペクトル（鋼材） 

 

JAEA-Review 2024-050

- 18 -



    

参考文献 

[1] 山根いくみ, 高橋信雄, 澤山兼吾, 西脇大貴, 松本孝志, 小川潤平, 野村光生, 有馬立身. 

レーザークリーニングによる鋼材表面塗装膜の分離・除去. JAEA-Technology 2021-038, 

18 p., (2022). 

[2] 人形峠環境技術センター. 2020年度人形峠環境技術センターにおける研究・技術開発成果 

―トピックス―. JAEA-Review 2021-068, 52 p., (2022). 

 

  

JAEA-Review 2024-050

- 19 -



 

2.2 廃棄体容器材料のための銅合金の腐食挙動 
 
廃止措置推進課 酒瀬川英雄 

量子科学技術研究開発機構 中島基樹 

 

背景と目的 
2015 年、国内の特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針にて「廃棄物の搬出の可能性

（回収可能性）を確保すること」という改訂がなされた[1]。国際的にも OECD/NEA の放射性

廃棄物管理の報告書「決定の可逆性と放射性廃棄物の回収可能性」にて回収可能性が議論され

ており[2]、回収可能性を高める措置の一つとして「できるだけ耐久性の高い廃棄体と廃棄物容

器を使用すること」が挙げられている。しかしながら、現在の放射性廃棄物の廃棄体容器は経

済性の観点から炭素鋼が選ばれており、回収可能性までを考えた材料選択とはなっていない。

このため、埋設中の腐食によって廃棄体の構造健全性を損ない、可搬性を損ない、そして、回

収可能性を損なう可能性が考えられる。 

本研究は、この炭素鋼と比較して、より優れた耐食性を持つ銅合金（寿命で 10 倍以上。例え

ば[3]）を、より高い耐圧性を持つ超硬合金（圧縮強さで 8 倍以上）[4]に被覆させた新しい複合

材料を開発し、廃棄体の回収可能性を確保することを目指している。具体的には、図 1 に示し

たように、耐食性に優れた銅合金を耐圧性に優れた超硬合金（タングステンカーバイド－コバ

ルト系）に被覆させた複合材料の開発を考えている。今年度はこの複合材料の中で耐食性を受

け持つ銅合金の腐食挙動を明らかとすることを目的とした。これより、廃棄体容器に現時点で

最も適した耐食性を具備させるための銅合金を選択することが可能となる。 

 

実験方法 
廃棄体容器材料の耐食性を担う銅合金として、無酸素銅（C1020）と酸化物分散強化型銅

（GLIDCOP AL-60）を候補とした。耐食性の観点からは無酸素銅のみが候補となるが[5, 6]、こ

こでは無酸素銅よりも高い耐圧性も具備させることで、より魅力的な廃棄体容器材料を開発す

べく、微細な酸化物粒子の分散により銅合金の強度特性の改善を図った酸化物分散強化型銅合

金も候補としている。 

これらの候補に対して炭酸塩－塩化物水溶液中における分極試験を実施した。試験条件は、

まずは地層処分におけるオーバーパック材の腐食環境を考慮して設定されたものであり、ベン

トナイト接触水の組成を模擬したものとした[5, 6]。雰囲気は窒素雰囲気、温度は 80°C、溶液条

件は「条件 1：HCO3
- = 0.01 M, Cl- = 0.05 M」及び「条件 2：HCO3

- = 0.01 M, Cl- = 0.1 M」とし

た。塩化物イオン濃度を変化させた理由は、塩化物イオンが銅合金表面に生成する不働態被膜

を破壊して耐食性を損なうという報告があるためである[6]。また、HCO3
-は NaHCO3、Cl-は NaCl

にて与えた。そして、アノード方向に 10 mV/min の速度で、500 mV vs. SCE（Saturated calomel 

electrode：飽和カロメル電極）の電位まで分極させた。 
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実験結果及び考察 
図 2 に各条件における分極試験結果をそれぞれ示した。図 2 (a)の「条件 1：HCO3

-= 0.01M, Cl- 

= 0.05M」で銅と酸化物分散強化型銅の腐食挙動を比較した場合、酸化物分散強化型銅の方が若

干低い電位でアノード電流が立ち上がっているものの、電位約 0 mV 及び約 80 mV 付近に不働

態化が認められた。ここからは酸化物分散強化型銅の耐食性の方がより優れる可能性が考えら

れる。 

図 2 (b)の塩化物イオン濃度を高くした「条件 2：HCO3
- = 0.01M, Cl- = 0.1M」の場合、酸化物

分散強化型銅の方がより高い電位でアノード電流が立ち上がり、電位約 0 mV 及び約 80 mV 付

近に不働態化が認められた。ここからは酸化物分散強化型銅の耐食性の方がより優れることが

考えられる。 

また、図 2 (a)と(b)を比較して塩化物イオン濃度の影響に注目した場合、塩化物イオン濃度が

高くなると、無酸素銅はより低い電位でのアノード電流の立ち上がりが認められて、腐食が助

長されることが考えられる。しかし、不働態被膜に及ぼす影響についてはより詳しい実験や考

察が必要な段階である。酸化物分散強化型銅については、電位約 0 mV 付近の不働態被膜の破

壊が助長されると考えられるが[5]、約 80 mV 付近の不働態被膜は逆に安定化することが考え

られ、今後のより詳しい実験や考察が必要である。 

 

まとめと今後の予定 
廃棄体容器用の複合材料の中で耐食性を受け持つ銅合金として無酸素銅と酸化物分散強化型

銅を候補として、まずは模擬ベントナイト接触水中の腐食挙動を調べた。その結果、酸化物分

散強化型銅の方がより優れた耐食性を具備する可能性が示された。この材料は無酸素銅よりも

高い耐圧性を持つため、廃棄体容器用として選択できればより望ましいと考えられる。 

今後はこの新しい複合材料による廃棄体製作性の検討のため、廃棄体ミニチュアサイズのモ

ップアップや構造要素等を試作して、製作技術に関する課題を明らかにする予定である。 

 

謝辞 
本研究は JSPS 科研費 JP22K12438 の助成を受けたものである。 
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図 1 廃棄体容器のための新しい複合材料 

 

(a) 条件 1：HCO3
-= 0.01M, Cl- = 0.05M 

 
(b) 条件 2：HCO3

- = 0.01M, Cl- = 0.1M 

 
図 2 分極試験結果 
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3. 保障措置 
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3.1 ウラン濃縮施設の保障措置にかかる課題への取組状況 
 
保安・技術管理課 久米宰、山﨑有仁、中島伸一、林原健一 

JAEA 安全・核セキュリティ統括本部 中村仁宣、石田毅 

検査開発株式会社 山田茂樹、岡本諒 

 
要約 
 日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター（以下、人形峠センターという）では、国

内初の遠心分離法によるウラン濃縮技術の実用化のため、1979 年のウラン濃縮パイロットプラ

ントの試験運転を開始後、2001 年までのウラン濃縮原型プラント運転終了に至るまでの間、ウ

ラン濃縮に係る技術開発活動が実施されてきた。現在はウラン濃縮施設（以下、濃縮施設とい

う）の廃止措置に係る技術開発を実施している。ウラン濃縮技術は、核兵器用の高濃縮ウラン

の製造につながる機微技術であることから、核不拡散の観点において、その情報を厳格に管理

する必要がある。人形峠センターは研究開発活動を実施するにあたって、核不拡散対応を含む

保障措置上の様々な課題解決に取り組んできた[1]。本稿では廃止措置段階における保障措置に

かかる課題への取り組み状況について紹介する。 

 
廃止措置段階での課題 
 人形峠センターは、遠心分離法によるウラン濃縮研究開発活動がすでに終了しており、図 1

に示すように廃止措置に係る技術開発の段階に移行している。現在は下図のように廃止措置、

核燃料物質の対応とともに遠心分離機及び付属設備の解体が実施されている。 

 

図 1 廃止措置及び遠心分離機解体計画概要 

 
 濃縮施設の廃止措置を進めていくにあたり、保障措置をどのように終了していくかを検討す

る必要がある。保障措置ロードマップ策定に向けての課題として、濃縮施設の枢要設備である

遠心分離機の核不拡散上の対応について考慮する必要がある。具体的には、次の 2 点が課題と

して挙げられる。 
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i）解体する遠心分離機の核不拡散上の扱い 

人形峠センターでは、遠心分離機処理技術開発に移行している。遠心分離機処理は 2000 年か

ら着手し、継続的に実施している。遠心分離機の解体では、遠心分離機の構造等の核不拡散上

管理すべき情報を確実に消滅させることが重要であり、解体された遠心分離機の部品について

は、裁断やプレスによって情報の消滅を実施している。 

 人形峠センターに対する頻度限定無通告査察（LFUA: Limited Frequency Unannounced Access）

は、施設が運転していることを前提としたものであり、解体中の遠心分離機が再利用されてい

ないことなど、核不拡散上の管理が適切であるか確認できない。このため、LFUA を補完する

新しい保障措置手法の検討が必要となる。 

 

ⅱ）濃縮施設の廃止措置段階における保障措置の適用について 

現在、廃止措置段階にある濃縮施設の保障措置手法について、国や国際原子力機関（IAEA）

と協議を行っている。IAEA としては、枢要設備である遠心分離機が永久解体され、かつ遠心分

離機が完全に使用できない状態になるまでは濃縮施設としての保障措置を適用するとの考えを

示している。今後は、具体的な「遠心分離機の永久解体、かつ完全に使用できない状態」の内

容について、IAEA との協議が必要である。 

 

課題への取組み 
i）解体する遠心分離機の核不拡散上の扱い 

濃縮タスクフォースにおいて、国や IAEA と議論を重ねた結果、遠心分離機処理活動の透明性

を高めることを目的として、施設者から遠心分離機の処理台数や解体スケジュールなどの情報

提供、査察官による濃縮施設への立ち入り、解体した遠心分離機の管理状況の目視観察などを

実施する透明性確保のための訪問（Transparency Visit）が行われることとなった。 

Transparency Visit は、2005 年に試験的に実施され、その効果が IAEA で確認されたことから、

2006 年より本格導入された。これまで Transparency Visit において、核不拡散管理上の問題を指

摘されたことはなく、人形峠センターの遠心分離機処理活動によって解体された遠心分離機に

ついて、核不拡散上の管理は適切であることが確認されている。 

 

ⅱ）濃縮施設の廃止措置段階における保障措置の適用について 

人形峠センターとしては、「遠心分離機の永久解体、かつ完全に使用できない状態」の条件に

ついて、保障措置会合等を通じて、国や IAEA と引き続き協議していく。 
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4. 安全技術・設備開発 
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4.1 鉱さいたい積場の右岸側斜面の巨大地震対策 
 
鉱山施設課 河野亮太、飯尾彰規、菅原史大、長安孝明、福嶋繁 

株式会社ウエスコ 岡田信之 

 

背景と目的 

岡山県では、県内に被害をもたらす地震は南海トラフ巨大地震だけでなく、断層型地震もあ

ることを示し被害想定を行い公表している。県の想定によると大立断層・田代峠－布江断層で

は最大震度 6 強の地震が発生し、人形峠環境技術センターには震度 6 弱の被害をもたらすとさ

れている（図 1）[1]。2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震では、東北と関東の 3 つの鉱

山の鉱さいたい積場で集積物（鉱さい）の流出事故が発生している。これを踏まえ、集積場技

術指針（鉱業上使用する工作物等の技術基準を定める省令の技術指針（内規）[2]）が見直され、

2012 年に過去及び将来にわたって最強と考えられる地震動（以下、レベル 2 地震動という）に

対する新しい安定性評価法が追加された。 

 

 
図 1 大立断層・田代峠－布江断層の地震の震度分布 

（参考文献[1] p.51 図 3.8.2 より一部改変） 

 

人形峠環境技術センターで維持管理している夜次鉱さいたい積場について、新しい技術指針

に従い安定性を評価した結果、鉱さいたい積場のコンクリートかん止堤では、円弧すべりや崩

壊の可能性はなく安全であることが確認されたが、コンクリートかん止堤下流部の盛土部や自
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然斜面ではレベル 2 地震動で地すべりが発生する結果となった。これは、鉱さいたい積場から

の埋設された送水管が破損して、放射性物質を含む未処理の坑廃水や地震により液状化した（泥

水化した）鉱さいが流出する可能性を意味する（図 2）。また、夜次鉱さいたい積場は、岡山県

を代表する吉井川（一級河川）水系の上流域に位置することから鉱さいたい積場右岸側の盛土

部と斜面部における巨大地震時の安全対策を実施した。 

 

 

 
図 2 巨大地震対策箇所の対策前の状況 

 

ダム軸断面の初期応力状態の確認 
図 3 にダム軸断面における現状解析モデル（FEM モデル）と初期応力状態のダム軸断面にお

ける局所安全率を示す。安全率 1.0 未満の部分（ピンク色）は、ダム軸左岸側の斜面表層部と、

ダム軸右岸側の盛土部及びダム軸右岸側斜面の表層部に認められ、特にダム軸右岸側の盛土部

周辺の地盤は初期状態から局所安全率が既に 1.0 を下回っており、地震時に崩れる可能性が高

いことが分かった。 

 

初期応力状態の解析結果 

安

全

率 
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図 3 ダム軸断面における現状解析モデルと初期応力状態の局所安全率 

 
対策工法の選定 
① 斜面部（図 4） 
 第 1 案 安定勾配切土工＋植生工 

      安定勾配で切土を行い表面は植生工により法面保護する。 

 第 2 案 地山補強土工 

      補強材を地中部に打設し斜面の安定を図る。受圧構造に吹付法枠工を併用する。 

 第 3 案 グラウンドアンカー工 

アンカー材を地中部に緊張をかけ斜面の安定を図る。受圧構造に吹付法枠工を併

用する。 

（選定結果） 

第 1 案は導水管の移設が発生するため不適と判断した。第 2 案と第 3 案を比較したところ、

第 3 案が経済性と構造性から優れていたため、第 3 案「グラウンドアンカー工」を選定した。 

 

 

（Fs） 

（9≦Fs＜10） 

（0≦Fs＜1） 
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図 4 斜面部の対策工法案 

 

② 盛土部（図 5） 
第 1 案 盛土再構築 

      既設の盛土を撤去し、強度のある材料で盛土を再構築する。 

 第 2 案 地盤改良 

      盛土の一部を地盤改良し、盛土の強度を高めて安定を図る。 

 第 3 案 グラウンドアンカー工 

アンカー材を地中部に緊張をかけ斜面の安定を図る。受圧構造に吹付法枠工を併

用する。 

（選定結果） 

第 1 案は導水管の移設が発生するため不適と判断した。第 2 案と第 3 案の経済性は同等であ

るが、構造性と施工性を考慮して、第 3 案「グラウンドアンカー工」を選定した。 
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図 5 盛土部の対策工法案 

 

 

安全対策工法のレベル 2 地震時の評価 
選定された対策工法（グラウンドアンカー工）の効果や有効性について確認するため、2 次

元 FEM 地震応答解析を実施した。解析の結果を図 6 に示す。盛土部及び自然斜面部ともに、

レベル 2 地震動時の安全率が大幅に改善され安全率 1.0 未満を示す部分がほとんどなくなり、

安全対策工の施工により地震時の安全が確保されることが示された。 

グラウンドアンカー工による安全対策工事は、詳細設計を 2021 年度、対策工事を 2023 年度

に実施して、夜次鉱さいたい積場の巨大地震に対する対策工が完成した。図 7 に工事完成写真

を示す。 
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図 7 鉱さいたい積場の右岸側斜面の地震対策工事 

 
今後の予定 
 施工したグラウンドアンカー工が、その機能を十分発揮しているか否かを確認するために、

アンカー頭部の腐食状況や法枠工のコンクリート構造物のひび割れ等の定期点検を行う。また、

グラウンドアンカー工の健全性を確保するためにはアンカー頭部が損傷を受けないように防護

する必要がある。このため、落石や倒木防止を行うとともに、もし損傷が発生した場合は、直

ちに補修または新規のアンカー打設等の適切な処置を講じることとしている。 
 
 

図 6 グラウンドアンカー工法の地震応答解析 

自然斜面部 

盛土部 

JAEA-Review 2024-050

- 36 -



    

参考文献 
[1] 岡山県ホームページ. 断層型地震の被害想定について. 

https://www.pref.okayama.jp/page/386396.html (accessed: 2024 年 10 月 17 日). 

[2] 鉱業上使用する工作物等の技術基準を定める省令の技術指針（内規）（20121115 商局第 4

号）, 90-120, (2012). 

 

  

JAEA-Review 2024-050

- 37 -

https://www.pref.okayama.jp/page/386396.html


This is a blank page. 



This is a blank page. 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5. 放射線影響評価研究 
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5.1 日本における屋内ラドンのリスクと参考レベルの有効性の評価 
 
安全管理課 迫田晃弘 

JAEA 敦賀廃止措置実証本部 石森有 

 

背景と目的 
 ラドン（222Rn）は土壌や建材に含まれるラジウム（226Ra）を起源として、環境中に広く分布

している。自然放射線による被ばくの約半分が屋内ラドンに起因し、喫煙に次ぐ肺がんのリス

ク因子であることが知られている。屋内ラドンのリスクについては、鉱山労働者の疫学調査で

得られたリスク係数を用いて推定がなされてきたが、高濃度からの外挿であることや鉱山と一

般家屋の環境の違いなどが指摘され、実際の屋内ラドンの疫学調査も実施されるようになった。 

 各国で実施された屋内ラドンの疫学調査を統合した解析により、100 Bq m‒3 程度のラドン濃

度でもリスクの有意な増加が観察された。例えば、100 Bq m‒3 あたり 16%のリスク増加の報告

がある[1]。このような背景から、居住環境のラドンに対する参考レベルとして、世界保健機構

（WHO）が 100 Bq m‒3（ただし、これが達成できない場合でも 300 Bq m‒3 を超えるべきではな

い）、国際放射線防護委員会（ICRP）が 300 Bq m‒3（上限値として。100～300 Bq m‒3 の範囲内

で合理的に達成できる限り低く設定することを推奨）、国際原子力機関（IAEA）が 300 Bq m‒3

（上限値として）を設定した。なお、ラドンの平衡係数 0.4、年間の屋内滞在 7,000 時間と仮定

すれば、ラドン濃度 300 Bq m‒3 は年間実効線量 10 mSv ほどに相当する。 

 現在、欧州を中心に各国が参考レベルを設定し、規制やガイドラインの形でラドン被ばくの

管理がなされている[2]。一方、日本では、屋内ラドン濃度は概して低く、これまでに行動計画

の策定や参考レベルの設定はなされていない。今後、国際動向を踏まえた議論が国内で進むに

つれ、国内の調査研究で得られた知見が必要となる。 

 そこで、本研究では、日本に参考レベルを適用した際の施策としての効果を明らかにするた

めに、国際機関が勧告する参考レベルを超える国内家屋での肺がん死者数を推定した。なお、

研究の詳細は論文を参照いただきたい[3]。 

 
方法 
 ラドンのリスク計算には、米国環境保護庁（EPA）によって開発されたモデル[4]を使用した。

生涯リスクの計算に必要なパラメータとして、日本人の性別・年齢別の全死因と肺がんによる

死亡率（2020 年）、喫煙率（2019 年）と喫煙による肺がんの相対リスク（男性 4.4、女性 2.8）

を用意した。なお、喫煙のリスクは、日本人を対象にした疫学調査[5]に基づく数値を適用し、

EPA が想定する米国人向けの数値（男性 14、女性 12）よりも低かった。 

 生涯にわたる一定のラドン曝露率（平衡係数 0.4、居住係数 0.7）の仮定の下、日本の屋内ラ

ドン濃度の確率密度分布[6]を考慮して、ラドン濃度 1 Bq m‒3 毎の全原因肺がん死の生涯リスク

と集団寄与割合を算出した。また、ラドン起因の肺がん死者数を性別・喫煙経験別・ラドン濃

度別に推定した。 
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結果と考察 
 表 1 にラドン起因の集団寄与割合（PAF）と肺がん死者数を示す。PAF は、屋内ラドン曝露

群（全人口に相当）において肺がんで死亡した者のうち、真に屋内ラドンが原因で肺がん死亡

した者の割合を意味する。また、表 2 に原因別の肺がん死者数を整理した。 

 ラドンによる肺がん死者数を濃度別にみると、家屋割合が大きい 20 Bq m‒3 までの濃度範囲

で男女ともに半数以上を占めていた（表 1）。全人口に対する同死者数の 90 パーセンタイル値

は約 40 Bq m‒3、95 パーセンタイル値は約 50 Bq m‒3、99 パーセンタイル値は約 80 Bq m‒3 であ

った。100 Bq m‒3 を超える家屋に注目すると 10 人、これは全体（2,034 人）の 0.5%ほどで、全

原因の肺がん死者数（75,585）のわずか 0.01%である。不確かさは伴うものの、この 10 人が意

味するのは、参考レベル 100 Bq m‒3 を日本に適用して遵守された場合の回避可能性のある肺が

ん死ともいえる。 

 また、全原因の肺がん死者数について、男性は喫煙者の方が多かったが、女性では非喫煙者

の方が多かった（表 2）。これは、肺がん死の 9 割以上が喫煙者で起こるとされる米国とは状況

が異なるが、主な理由として、日本人の喫煙の相対リスクと女性の喫煙率が低いことがあげら

れる。このとき、喫煙以外の原因も考慮する必要があるが、本研究で求めた全人口に対するラ

ドンの PAF は 0.028（男性 0.023、女性 0.035）で、近年報告された諸外国の数値よりも低かっ

た（66 か国の推定中央値 0.084～0.165、日本 0.023～0.044）[7]。これは日本の屋内ラドン濃度

が総じて低いためで、濃度分布の 90 パーセンタイル値は 25 Bq m‒3、95 パーセンタイル値は 32 

Bq m‒3、99 パーセンタイル値は 52 Bq m‒3 である。 

 ラドンのリスク低減方策には予防（新築の住居）と低減（既存の住居）があり、いずれにも

参考レベルが適用されうる。しかし、特に後者に関して、日本において参考レベル 100～300 Bq 

m‒3 を導入しても、肺がん死の低減を統計上有意に観察するのは難しいと考えられる。つまり、

肺がん死者数の観点だけでいえば、参考レベルに施策としての合理性と実効性は期待できない。

2002 年の建築基準法の改正（常時換気システムの設置）に伴うラドン濃度の低下傾向[6]も考え

れば、今後、国内でラドン対策を実施する場合、その目的や意義を明確にすることが必要であ

る。一方、高濃度の家屋は今後も存在するであろうから、引き続き、高濃度化の要因調査に関

する研究は求められる。 

 現状、屋内ラドンに対する施策として考えるべきは、個人自らのリスク認知のための基本的

情報の提供、自主的な測定・評価の支援及び測定結果に対する不安解消に向けた支援と考える。

現在の日本で自主的なラドン測定や低減措置が広く浸透するとは考えにくく、これを踏まえた

明確で実行可能なリスクコミュニケーションの目標の設定及び計画・展開が重要である。 

 普遍的に存在するラドンの対策を考えるには、我が国の屋内ラドンの現状を認識したうえで、

公衆衛生対策としての目的の設定、生活習慣や生活環境に関連する予防可能なリスク因子との

リスク比較、それら因子に対する既存の施策と実効性の評価など、総合的な検討と判断が望ま

れる。 
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表 2 日本における原因別の肺がん死者数の推定結果 

原因 肺がん死者数 (‒) 

男性 女性 全体 

喫煙者 非喫煙者 喫煙者 非喫煙者 喫煙者 非喫煙者 合計 

ラドン 650 593 110 681 760 1,274 2,034

その他 

（喫煙含む） 

38,247 13,757 5,863 15,684 44,110 29,441 73,551

合計 38,897 14,350 5,973 16,365 44,870 30,715 75,585
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5.2 ラドン吸入後のマウス心臓中のグルタチオン関連物質の変化 
 
安全管理課 神﨑訓枝、迫田晃弘 

岡山大学 片岡隆浩、光延文裕、山岡聖典 

 

背景と目的 
 ラドンは、放射性希ガスで肺がん因子として知られる。その一方で、療養に用いられること

もある（いわゆる、ラドン療法）。しかし、そのメカニズムには未解明な部分が多い。そこで、

岡山大学と原子力機構では、ラドン療法のメカニズム解明のため、共同研究「極微量ウラン影

響効果試験」を実施して、動物実験によってラドン吸入は抗酸化機能などを亢進させることを

明らかにしてきた（[例えば[1]）。近年では、抗酸化物質グルタチオンに関連した代謝物を網羅

的に調べるメタボローム解析を実施し、ラドン吸入後の脳・肝臓・肺の抗酸化機能の変化を報

告した[2, 3]。本稿では、その続報として、ラドン吸入後のマウス心臓について調べた結果を報

告する。 

 
方法 
 8 週齢のオスの BALB/c マウスを用い、マウスケージにラドンを含む空気を送り込むことで

マウスにラドン吸入させた。ラドンは、ウラン系列の放射性核種を豊富に含む自然土壌から発

生させ、濃度は、バックグラウンドレベル（対照、約 20 Bq m-3）、200 Bq m-3、2,000 Bq m-3、

20,000 Bq m-3 とし、吸入期間は 1 日間、3 日間、10 日間とした。吸入終了直後、マウスから心

臓を摘出し、グルタチオンに関連する代謝物を網羅的に（約 70 種類）分析できるメタボローム

解析を実施した。得られた結果は、多重比較検定の Dunnett 検定を行いて対照群と比較した。 

 
結果と考察 
 メタボローム解析によってマウス心臓中から 40 種類の代謝物が検出され、そのうち、対照群

と比較して統計的有意に変化があった代謝物は 30 種類あった。例えば、グルタチオンには還元

型グルタチオン（G-SH）と酸化型グルタチオン（GS-SG）があり、いずれも 200 Bq m-3 または

2,000 Bq m-3 のラドンを吸入した群で減少した（図 1）。 

 
図 1 ラドン吸入後のマウス心臓中の還元型・酸化型グルタチオンの変化 
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（群平均±標準偏差、各群 6 匹、有意確率：*P<0.05、**P<0.01、***P<0.001 vs 対照群） 

また、G-SH と GS-SG の各々に余分な硫黄（S）が結合した超硫黄分子 GS-S-H と GS-S-SG

は、200 Bq m-3 または 2,000 Bq m-3 のラドンを吸入した群で増加し、通常のグルタチオンとは反

対の変化が見られた（図 2）。 

 
図 2 ラドン吸入後のマウス心臓中のグルタチオン超硫黄分子の変化 

（群平均±標準偏差、各群 6 匹、有意確率：*P<0.05、**P<0.01、***P<0.001 vs 対照群） 

 

 一般的に酸化ストレスの指標には、グルタチオンの還元型・酸化型の割合や総量が使われる。

図 1 の結果からは、通常のグルタチオンの還元型・酸化型の割合はラドン吸入をしても一定で

あり、総量は 200～2,000 Bq m-3 のラドン吸入で減少したことがわかる。図 2 の結果からは、超

硫黄分子でも還元型・酸化型の割合は一定であるが、総量は 200～2,000 Bq m-3 のラドン吸入で

増加したことがわかる。その他の関連代謝物も図 1 や図 2 で示したいずれかの変化に似ている

ものが多数あったことから、200～2,000 Bq m-3 と 20,000 Bq m-3 で異なる機能が働き、低濃度域

では心臓中の酸化ストレスが上手く制御されていることが推察できる。ただし、群によっては

標準偏差が大きいものも見られたため、データ処理の方法の再検討も含め、まだ結果を精査す

る必要があると考えている。今後は、グルタチオン関連代謝物が合成される経路を詳細に調べ、

20,000 Bq m-3 のラドン吸入では変化が見られなかった理由や超硫黄分子の合成や機能に関する

詳細を明らかにし、ラドンの効果についての議論を進めていく。 
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付録 1 組織図 

 

（ 2023 年 4 月 1 日 ～ 2024 年 3 月 31 日 ） 
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付録 2 産学官民連携の取り組み 

 

計画管理室 青木勝巳 

検査開発株式会社 宮川洋 

 
岡山大学との連携 
 岡山大学と原子力機構は、双方の有する研究施設、研究成果、人材等を活かし、連携協力す

ることによって、相互の研究及び人材育成の充実を図ることを目的として、2007 年に包括的連

携協力協定を締結している。 

 本年度の活動として、2024 年 3 月 19 日、岡山大学において協定に基づく連携協議会を開催

（オンライン併用）し、2023 年度の連携協力事業、2024 年度の連携協力事業の計画（案）につ

いての報告と協議を行った（図 1）。また共同研究成果発表会で本年度の研究成果についての報

告と質疑応答を行った。 

 

  
図 1 岡山大学との連携協議会の様子 

 

津山高専との連携 
 津山工業高等専門学校（津山高専）と原子力機構は、地域の特徴を活かし、研究及び人材育

成を目的として、2008 年に連携協力協定を締結している。 

 本年度の活動として、人材育成のため 2023 年 4 月から 8 月にかけて、電気電子システム系 5

年生と情報システム系 5 年生を対象として全 15 回シリーズで“環境科学”の講義を行った。ま

た、2023 年 6 月 16 日には、先進科学系 5 年生へ“放射線及び放射性物質”に係る講義を行っ

た（表 1、図 2）。 
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表 1 2023 年度津山高専での環境科学講座 

電気電子システム系 5 年、情報システム系 5 年 

実施日 講義内容 担当者（所属） 

4 月 11 日 ガイダンス 日野田 晋吾 （計画管理室） 

4 月 18 日 原子力機構・人形峠環境技術センターの紹介 中島 正義 

日野田 晋吾

（計画管理室） 

（計画管理室） 

4 月 25 日 地球環境問題、低炭素社会の構築 日野田 晋吾 （計画管理室） 

5 月 2 日 水と人間活動、生物多様性の保全 日野田 晋吾 （計画管理室） 

5 月 9 日 化学物質と環境、公害防止と環境保全 日野田 晋吾 （計画管理室） 

5 月 16 日 循環型社会の構築、廃棄物対策 日野田 晋吾 （計画管理室） 

5 月 23 日 我が国におけるエネルギー事情 日野田 晋吾 （計画管理室） 

5 月 30 日 放射性廃棄物の処理・処分 酒瀬川 英雄 （廃止措置推進課）

6 月 6 日 中間試験 日野田 晋吾 （計画管理室） 

6 月 13 日 山間地の安全評価に係る地下水流動調査技術 竹末 勘人 （計画管理室） 

6 月 20 日 除染技術開発 西脇 大貴 （廃止措置推進課）

6 月 27 日 地下水モデルの最適化研究 井上 準也 （鉱山施設課） 

7 月 4 日 自然起源放射性物質の環境影響評価 迫田 晃弘 （安全管理課） 

7 月 11 日 機械学習によるデータ解析 神﨑 訓枝 （安全管理課） 

7 月 18 日 講義の最後にあたって 日野田 晋吾 （計画管理室） 

7 月 25 日 （休講・期末レポート提出期限） 日野田 晋吾 （計画管理室） 

先進科学系 5 年 

実施日 講義内容 担当者（所属） 

6 月 16 日 放射性廃棄物の処理・処分 酒瀬川 英雄 廃止措置推進課 

 

 
図 2 津山高専での講義の様子 
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美作大学との取り組み（食品事業を革新するプラットフォームの構築） 
 人形峠環境技術センターは、美作大学からの依頼に基づき、2019 年度から同大学が進める食

味学研究事業ビジネスモデルの構築に協力している。具体的には、味覚センサー及び高感度ガ

ス質量分析装置（図 3）を用いて食材の味と香りを数値化、可視化することで、食材の差別化

要因の視覚化と生産システム化（地元産農産物の差別化及び改良、食品製造の原料選別、食材

加工技術の向上、食品流通の品質管理等）の実現を目指している。 

 本年度の活動として、津山産小麦を使用したパン、地域で栽培されているひめのもち（もち

米）、地域で肥育されている「つやま和牛」等の試験測定を実施した。 

 
図 3 食材の香り数値化で使用している高感度ガス質量分析装置 

 
サテライトオフィスにおける活動 
 人形峠環境技術センターでは、センター事業の透明性確保、分かりやすい情報提供に加えて

地域の方々との交流を促進するため、2020 年 6 月に鏡野町総合文化施設ペスタロッチ館内に

「サテライトオフィスふらっと」を開設している。 

 本年度の来訪者は 1,800 名を超え、開館以来の累計来訪者は約 5,400 名となった。2023 年 5

月 8 日の新型コロナウイルス感染症の 5 類感染症移行後も、必要な対策を取りつつ、企業相談、

幼児から小学校低学年の児童を対象とした科学に触れ合う体験教室を実施した（図 4）。2023 年

9 月 24 日には、昨年度に続き 2 回目となる宇宙航空研究開発機構（JAXA）、日本宇宙フォーラ

ム（JSF）及び鏡野町と連携した実験教室を開催した（図 5）。人形峠環境技術センターでは「サ

テライトオフィスふらっと」の成果を取りまとめ、今後の運用の改善につなげる計画である。 

        
図 4 サテライトオフィスでの体験教室の様子 図 5 JAXA、JSF 及び鏡野町と開催した実験

教室の様子 
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